
令 和 ６ 年 度 豊 川 市 病 院 事 業 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ）
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第５１号議案 

 

令和６年度豊川市病院事業会計補正予算（第１号） 

（総 則） 

第１条 令和６年度病院事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による。 

（収益的支出の補正） 

第２条 令和６年度病院事業会計予算第３条に定めた収益的支出の予定額を次

のとおり補正する。 

支     出 

款   項 既決予定額 補正予定額 計 

 

１ 病院事業費用 

 １ 医業費用 

千円 

20,410,983  

19,839,990  

 

千円 

9,347  

9,347  

 

千円 

20,420,330  

19,849,337  

 

  令和６年６月４日提出 

豊川市長 竹 本 幸 夫   
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令和６年度豊川市病院事業会計補正予算（第１号）に関する説明書
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既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 病 院 事 業 千円 千円 千円

費 用 20,410,983 9,347 20,420,330

1 医 業 費 用 19,839,990 9,347 19,849,337

3 経 費 3,227,294 9,347 3,236,641   追加

収　益　的　支　出

令和６年度豊川市病院事業会計補正予算実施計画

款 項 目
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 △ 1,118,241
減価償却費 1,443,204
長期前払消費税償却 39,584
修学資金返還免除額 2,240
有形固定資産除却損 24,801
有形固定資産売却損 1
退職給付引当金の増減額（△は減少） 202,977
貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,482
賞与引当金の増減額（△は減少） 53,425
法定福利費引当金の増減額（△は減少） 8,848
長期前受金戻入額 △ 633,257
受取利息及び受取配当金 △ 8,122
支払利息 37,410
未収金の増減額（△は増加） 15,203
未払金の増減額（△は減少） △ 10,592
たな卸資産の増減額（△は増加） 1,094
破産更生債権等の増減額（△は増加） 1,400
その他 △ 63,954
小計 4,503
利息及び配当金の受取額 8,122
利息の支払額 △ 37,410
業務活動によるキャッシュ・フロー △ 24,785

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 521,085
有形固定資産の売却による収入 10
投資有価証券の取得による支出 △ 100,000
長期貸付金の貸付による支出 △ 960
長期貸付金の返済による収入 10
寄附金による収入 10
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 591,728
国庫補助金等による収入 1,217
基金の造成による支出 △ 200,000
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 229,070

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 507,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,183,457
リース債務の支払による支出 △ 27,703
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 704,160

 資金増加額(又は減少額) △ 958,015
 資金期首残高 2,421,405
 資金期末残高 1,463,390

令和６年度豊川市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和６年　４月　１日から令和７年　３月３１日まで)
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投 資 有 価 証 券 300,000

長 期 貸 付 金 1,900

貸 倒 引 当 金 △ 920 980

基 金 2,400,000

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計 213,287

投資その他の資産

リ ー ス 資 産 707,857

11,739,965

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定 22,000

電 話 加 入 権 8,199

減 価 償 却 累 計 額 △ 193,051 514,806

そ の 他
無 形 固 定 資 産 205,088

令和６年度豊川市病院事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和７年　３月３１日）

（単位　千円）
資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 2,512,322

車 両 及 び 運 搬 具 61,848

減 価 償 却 累 計 額 △ 53,034 8,814

器 械 備 品 8,314,007

減 価 償 却 累 計 額

建 物 12,704,815

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,305,574 6,399,241

構 築 物 665,106

減 価 償 却 累 計 額 △ 489,990 175,116

△ 6,206,341 2,107,666
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リ ー ス 債 務 470,259

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業債 944,895

企 業 債 合 計 944,895

退 職 給 付 引 当 金 3,159,973

修 繕 引 当 金 3,187

引 当 金 合 計 3,163,160

固 定 負 債 合 計 13,069,765

流 動 負 債

に充てるための企業債 9,436,346

貯 蔵 品 115,029

流 動 資 産 合 計 4,444,473

企 業 債 合 計 9,436,346

引 当 金

貸 倒 引 当 金 △ 36,332 2,866,054

資 産 合 計 19,409,860

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源

14,965,387

流 動 資 産

現 金 預 金 1,463,390

未 収 金 2,902,386

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計 3,012,135

46,791

△ 46,791 0

固 定 資 産 合 計

311,155長 期 前 払 消 費 税
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△ 3,639,917

資 本 合 計 2,847,576

負 債 資 本 合 計 19,409,860

リ ー ス 債 務 24,686

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 4,520,958

利 益 剰 余 金 合 計 △ 4,520,958

剰 余 金 合 計

補 助 金 476,000

負 担 金 405,021

寄 附 金 20

資 本 剰 余 金 合 計 881,041

繰 延 収 益 合 計

資　本　の　部

資 本 金 6,487,493

剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 流 動 負 債 84,317

流 動 負 債 合 計 2,992,774

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 5,710,899

収 益 化 累 計 額 △ 5,211,154

賞 与 引 当 金 568,052

法定福利費引当金 101,042

引 当 金 合 計 669,094

499,745

負 債 合 計 16,562,284

未 払 金 1,269,782

引 当 金
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

 （２）有価証券の評価基準及び評価方法 

    ・満期保有目的債券 償却原価法（定額法） 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法  定額法 

・主な耐用年数   建物       １５～２９年 

構築物      １０～１５年 

器械備品      ４～１５年 

車両及び運搬具   ４～ ６年 

 （２）無形固定資産 

    ・減価償却の方法  定額法 

    ・主な耐用年数   その他無形固定資産    ５年 

 （３）リース資産 

    ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に

相当する金額のうち、「退職手当に係る負担金の取扱いに関する確認書」に基づき、 

他会計が負担する部分を除く額を計上している。 
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（２）賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額

に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年 

度末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（４）貸倒引当金 

債権の不納欠損等による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上

している。 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税

等については、当事業年度の費用として処理している。ただし、現病院建設事業に係る

控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、２０年間で均等償却を

行っている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む。）のうち、他会

計が負担すると見込まれる額は、5,190,620 千円である。 

２ 引当金の取り崩し 

（１）退職給付引当金の目的使用による取り崩し 

当事業年度において、退職手当として 219,871 千円を支給するため、退職給付引当

金 219,871 千円を取り崩すこととする。 

 （２）賞与引当金の目的使用による取り崩し 

    当事業年度において、６月の期末手当及び勤勉手当として 852,078 千円を支給する 
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ため、賞与引当金 514,627 千円を取り崩すこととする。 

 （３）法定福利費引当金の目的使用による取り崩し 

    当事業年度において、６月の期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費として 

151,572 千円を支払うため、法定福利費引当金 92,194 千円を取り崩すこととする。 

 （４）貸倒引当金の目的使用による取り崩し 

    当事業年度において、長期貸付金 2,240 千円の返済を免除するため、貸倒引当金

2,240 千円を取り崩すこととする。また、当事業年度において、破産更生債権等 5,312

千円を不納欠損とするため、貸倒引当金 5,312 千円を取り崩すこととする。 

３ 修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例によ

り取り崩すこととする。 

 

Ⅲ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

当病院事業会計は、病院事業セグメントの単一セグメントであるため、記載を省略し

ている。 
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既決予定額 補正予定額 計 説　　　　明

1 病 院 事 業 千円 千円 千円 千円

費 用 20,410,983 9,347 20,420,330

1 医 業 費 用 19,839,990 9,347 19,849,337

3 経 費 3,227,294 9,347 3,236,641

22 賠 償 金 0 9,347 9,347 　追加

　

令和６年度豊川市病院事業会計補正予算説明書

款 項 節

収　益　的　支　出

目
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